
熊本市財政の中期見通し

≪令和３年度～８年度≫

令和４年３月 財政課





試算の前提

〔前提〕
　・令和４年度一般会計当初予算を基礎に、今後５年間（令和４～８年度）の
　　財政の中期見通しを策定。
　・震災及び新型コロナウイルス感染症に伴う影響額を試算した上で、各年度の収支につ
　　いて、それぞれの影響額を掲載。
　・試算にあたっては、歳入・歳出ともに現行の行財政制度を基に推計。

歳入・歳出項目別の前提条件

〔歳入〕

1.市税

現行税制を前提に、過去の実績等を勘案した上で、予定されている税制改正等による影響を反映。

3.国県支出金

現行の補助率に基づき、扶助費や投資的経費などの歳出に連動させて試算。

4.市債（臨時財政対策債を除く）

2.地方交付税・臨時財政対策債

税制改正等の影響、臨時財政対策債の償還に伴う基準財政需要額の増等を反映。

熊本地震分については、熊本地震関連事業分として発行する市債の償還に対する普通交付税及び特
別交付税措置を反映。

財政調整基金については、試算期間中の実質的な取崩しは想定していない。

投資的経費に充当する通常債については、歳出に連動させて試算。

5.その他

熊本城災害復旧経費については、特定財源充当分を除く全額に対し、熊本城復元整備基金繰入金を

充当。
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　令和４年度当初予算の職員数及び現行制度を基に、退職手当の所要額等も踏まえ試算。

（扶助費）

　過去の推移等を踏まえ、一定の伸び率を乗じて試算。

〔歳出〕

1.義務的経費（人件費・扶助費・公債費）

（人件費）

個別の事業計画や直近の推移等を踏まえ試算。

令和５年度以降は、熊本地震分を除く経費について、老朽化する公共施設等の長寿命化等への対応
や国土強靭化のための緊急対策、都市計画税を活用した都市基盤整備の加速化に要する経費などを
想定し、本庁舎等整備を除く投資水準を概ね４４０億円程度/年で推移していくと見込む。

その上で、本庁舎については、有識者会議において、建替えの是非を含めた本庁舎の整備の在り方
に関する審議が行われていること及び、財政の透明性を確保する観点から、本庁舎の建替えの経費
を計上するケース（「本庁舎等整備に関する基本構想」で示した整備案の中から事業費が最大であ
る案を令和５年度事業開始と仮置きで計上。）、本庁舎の大規模改修経費を計上するケース（「本
庁舎等整備に関する基本構想」で示した設備のみ改修経費を令和５年度事業開始と仮置きで計
上。）の二通りを試算。

（公債費）

　既発行分については償還計画に基づき積算し、今後の発行分については理論計算により試算。

2.投資的経費

4.新型コロナウイルス感染症関連事業費

令和５年度以降については、新型コロナウイルス感染症対応融資制度への利子補給など現時点で支
出が見込まれる経費のみ反映。

5.その他の経費

3.復旧・復興関連事業費

令和４年度当初予算編成時点で、今後の見込みも含め想定した復旧・復興経費を試算し、積上げ。

熊本地震に伴い発行する災害復旧事業債等の市債について、各年度の償還額を試算。（公債費に反
映）

他会計への繰出金や、物件費・維持補修費等について、直近の推移等を踏まえ試算。
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本庁舎建替経費を
計上するケース
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〔歳入〕 （単位：億円、％）

〔歳出〕

1,263 0.7 1,272 0.7

511

658

3.国県支出金 1,497 1,113 ▲ 25.7 1,087 ▲ 2.3 1,084

収支総括表

項目 R3 R4 R5 R6 R7 R8
伸率 伸率 伸率 伸率 伸率

1.5 527 ▲ 0.2

1.市税 1,184 1,234 4.2 1,273

▲ 0.3

0.8 130 0.0

 地方交付税

▲ 0.3

▲ 0.3 1,102 1.7 1,114

1.5 6562.地方交付税・臨時財政対策債 682

1.6 129 ▲ 0.8 129

522 2.2 520 ▲ 0.4 528

 臨時財政対策債

3.2 1,254 ▲ 1.5

171 127 ▲ 25.7 128

649 ▲ 4.8 648 ▲ 0.2

0.4 534 1.7

4.市債
　（臨時財政対策債除く）

292 258 ▲ 11.6 306 18.6 312 2.0 359

525 ▲ 0.4

654

2,342 1.3 2,378 1.5

合計　Ａ 4,212 3,791 ▲ 10.0 3,839

5.その他 557 537 ▲ 3.6 525 ▲ 2.2 523

1.1

15.1 339 ▲ 5.6

0.21.3 3,831 ▲ 0.2 3,905 1.9 3,913

項目 R3 R4 R5 R6 R7 R8
伸率 伸率 伸率 伸率 伸率

▲ 0.4 525

2,396 0.81.義務的経費 2,280

1.7 扶助費 1,081 1,073 ▲ 0.7 1,095 2.1

852 ▲ 0.1 858 0.7 846 ▲ 1.4 人件費 865 864 ▲ 0.1 853 ▲ 1.3

2,293 0.6 2,312 0.8

1,112 1.6 1,131 1.7 1,150

519 ▲ 1.0 568 9.4 556 ▲ 2.12.投資的経費 507 439 ▲ 13.4 524 19.4

378 3.9 389 2.9 400 2.8 公債費 334 356 6.6 364 2.3

合計　Ｂ 4,211 3,790 ▲ 10.0 3,839 1.3

970 ▲ 3.3 959 ▲ 1.1 961 0.23.その他の経費 1,424 1,058 ▲ 25.7 1,003 ▲ 5.2

▲ 4 ▲ 7 ▲ 10 ▲ 10 ▲ 10

うち新型コロナ分 ▲ 47 ▲ 18 ▲ 10 ▲ 10 0 0

0収支　Ａ - Ｂ 1 1 0 0 0

うち熊本地震分 ▲ 6

3,831 ▲ 0.2 3,905 1.9 3,913 0.2
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※令和９年度以降については、令和８年度を基本とし、現時点で想定される内容を機械的に反映。

　　・市税や地方交付税など毎年度経常的に入る収入が人件費や公債費などの経常的な経費に充てられ

　　　ている割合で、財政構造の弾力性を判断する指標。

　　・令和４年度は91.6％、期間中は概ね横ばいで推移していく見込みであり、令和８年度には93.0％

　　　と試算。　（参考）令和２年度決算　政令指定都市の平均　96.7％

　　　が、標準財政規模に対してどの程度あるのかを示す指標で、25％を超過すると財政健全化計画の

　　　策定が必要。

　　・令和４年度は5.2％、令５年度から微増で推移していき、令和１２年度、令和１３年度に

　　　ピークを迎え、7.6％と試算。（参考）令和２年度決算　政令指定都市の平均　7.3％

〔経常収支比率について〕

　　・公債費のほか、企業会計への補助金の中で公債費の償還に相当するものなどの「実質的な公債費」

【参考】主要財政指標について

〔将来負担比率・実質公債費比率・経常収支比率の推移〕

〔将来負担比率について〕

　　・市債の残高や職員の退職手当支出見込みなどを加味した「将来的な負担」が、標準財政規模に対

　　　してどの程度あるのかを示す指標で、400％を超過すると財政健全化計画の策定が必要。

　　・令和４年度は126.7％、令和５年度から一定期間上昇していき、令和１２年度にピークを迎え、

　　　令和１３年度には148.5%と試算。　（参考）令和２年度決算　政令指定都市の平均　92.9％

〔実質公債費比率について〕
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（％） （％）
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〔市債残高・財政調整基金残高の推移〕

※令和９年度以降については、令和８年度を基本とし、現時点で想定される内容を機械的に反映。

〔市債残高について〕

　・通常分の市債残高（臨時財政対策債を除く）は、令和４年度に2,427億円、令和１２年度にピークを

　・試算期間中の実質的な取崩しは想定していない。

　　迎え、令和１３年度を3,044億円と試算。

　・熊本地震分の市債残高については、令和４年度に683億円。その後は徐々に減少し、令和１３年度を

　　290億円と試算。

　・臨時財政対策債の残高については、令和４年度に2,061億円、令和８年度を2,108億円と試算。

〔財政調整基金残高について〕
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決算 2月補正後
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本庁舎大規模改修経費を
計上するケース
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〔歳入〕 （単位：億円、％）

〔歳出〕

収支総括表

項目 R3 R4 R5 R6 R7 R8
伸率 伸率 伸率 伸率 伸率

1.5 527 ▲ 0.2 524 ▲ 0.6

653

0.8 130 0.0

 地方交付税

1.市税 1,184 1,234 4.2 1,273 3.2 1,254 ▲ 1.5 1,263

1.6 129 ▲ 0.8 129

0.7 1,272 0.7

511 522 2.2 520 ▲ 0.4 528

 臨時財政対策債 171 127 ▲ 25.7 128

4.市債
　（臨時財政対策債除く）

292 258 ▲ 11.6 306 18.6 286 ▲ 6.5 276

2.地方交付税・臨時財政対策債 682 649 ▲ 4.8 648 ▲ 0.2 658

3.国県支出金 1,497 1,113 ▲ 25.7 1,087 ▲ 2.3 1,084

▲ 0.3

合計　Ａ 4,212 3,791 ▲ 10.0 3,839

5.その他 557 537 ▲ 3.6 525 ▲ 2.2 523

1.2

▲ 0.5

▲ 0.3 1,103 1.8 1,116

1.5 656

▲ 0.4 525 0.4 534 1.7

▲ 3.5 265 ▲ 4.0

0.41.3 3,805 ▲ 0.9 3,823 0.5 3,840

2,293 0.6 2,312 0.8

伸率 伸率 伸率 伸率 伸率
項目 R3 R4 R5 R6 R7 R8

1,112 1.6 1,131 1.7 1,150 1.7 扶助費 1,081 1,073 ▲ 0.7 1,095 2.1

852 ▲ 0.1 858 0.7 846 ▲ 1.4 人件費 865 864 ▲ 0.1 853 ▲ 1.3

490 ▲ 6.5 482 ▲ 1.6 480 ▲ 0.42.投資的経費 507 439 ▲ 13.4 524 19.4

378 3.9 388 2.7 400 3.1 公債費 334 356 6.6 364 2.3

2,342 1.3 2,377 1.5 2,396 0.81.義務的経費 2,280

3,800 ▲ 1.0 3,819 0.5 3,835 0.4合計　Ｂ 4,211 3,790 ▲ 10.0 3,839 1.3

968 ▲ 3.5 960 ▲ 0.8 959 ▲ 0.13.その他の経費 1,424 1,058 ▲ 25.7 1,003 ▲ 5.2

▲ 4 ▲ 7 ▲ 10 ▲ 10 ▲ 10

うち新型コロナ分 ▲ 47 ▲ 18 ▲ 10 ▲ 10 0 0

5収支　Ａ - Ｂ 1 1 0 5 4

うち熊本地震分 ▲ 6
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※令和９年度以降については、令和８年度を基本とし、現時点で想定される内容を機械的に反映。

　　・公債費のほか、企業会計への補助金の中で公債費の償還に相当するものなどの「実質的な公債費」

【参考】主要財政指標について

〔将来負担比率・実質公債費比率・経常収支比率の推移〕

〔将来負担比率について〕

　　・市債の残高や職員の退職手当支出見込みなどを加味した「将来的な負担」が、標準財政規模に対

　　　してどの程度あるのかを示す指標で、400％を超過すると財政健全化計画の策定が必要。

　　・令和４年度は126.7％、令和５年度から一定期間上昇していき、令和１２年度にピークを迎え、

　　　令和１３年度には144.7％と試算。　（参考）令和２年度決算　政令指定都市の平均　92.9％

〔実質公債費比率について〕

　　　が、標準財政規模に対してどの程度あるのかを示す指標で、25％を超過すると財政健全化計画の

　　　策定が必要。

　　・令和４年度は5.2％、令和５年度から微増で推移していき、令和１２年度にピークを迎え、

　　　令和１３年度には7.3％と試算。（参考）令和２年度決算　政令指定都市の平均　7.3％

〔経常収支比率について〕

　　・市税や地方交付税など毎年度経常的に入る収入が人件費や公債費などの経常的な経費に充てられ

　　　ている割合で、財政構造の弾力性を判断する指標。

　　・令和４年度は91.6％、期間中は概ね横ばいで推移していく見込みであり、令和８年度には93.0％

　　　と試算。　（参考）令和２年度決算　政令指定都市の平均　96.7％
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2月補正後決算

（参考）

（％） （％）
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〔市債残高・財政調整基金残高の推移〕

※令和９年度以降については、令和８年度を基本とし、現時点で想定される内容を機械的に反映。

〔市債残高について〕

　・通常分の市債残高（臨時財政対策債を除く）は、令和４年度に2,427億円、令和１２年度にピークを

　・試算期間中の実質的な取崩しは想定していない。

　　迎え、令和１３年度に2,852億円と試算。

　・熊本地震分の市債残高については、令和４年度に683億円。その後は徐々に減少し、令和１３年度を

　　290億円と試算。

　・臨時財政対策債の残高については、令和４年度に2,061億円、令和８年度を2,108億円と試算。

〔財政調整基金残高について〕
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